

































































































































































































種類 規模別（ムー） 戸数（万戸） 割合（％）
小型家庭農場 50～200 28.1 63.2
中型家庭農場 200～1,000 15.3 34.3






































































































































































































戸数（戸） 割合（％） 戸数（戸） 割合（％）
３つ星 393 21.9 424 13.9   7.9
４つ星  73  4.1 332 10.8 354.8

















事業内容別 種類 戸数（戸） 構成比（％）
耕種業
穀物 892 29.2
野菜 192  6.3








ブドウ 8  0.3
クコ 18  0.6
その他 22  0.7


































総売上高（万元） 113,708.2 134,537.5 18.3




















開墾地 12 83.2 　0 490.1 127.9 14.3 55.4














































































 12.0 19.2 0.6
１社あたりの人件費
（万元）
 19.5 37.7 0.5









































自治区級龍頭企業 220 381 73.2
国家級龍頭企業 19 19 0　
売上高１億元以上の龍頭企業 48 70 45.8
出所： 2013年：中共寧夏回族自治区委員会党史研究室・寧夏回族自治区農牧庁・寧夏中
共党史学会（2015）『寧夏農業産業化発展史研究』寧夏人民出版社、21頁。2018
年：寧夏回族自治区農業農村庁「全区新型農業経営主体専題調研報告」より作成。
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産業化示範基地」が作られたほか、西吉県ジャガイモ育種センター、賀蘭乳牛育種基地、
玉泉営ブドウ栽培基地という国家級「科技創新与集成示範基地」（技術の革新と統合を実証
する拠点）も設立された。
　龍頭企業の成長を促すため、寧夏当局は毎年100社ほどの営農企業に融資支援しながら、
国内外の農業関連の大手企業を誘致している。一方、海外農業開発、海外M&Aなどを通じ
て、龍頭企業の海外への投資も促進している。2018年時点で、既に９社の農業関連企業が
海外投資を行ったと言われている（景　2019）。
　その中、寧夏W枸杞産業有限公司（以下、W公司と略称）が、海外市場で成功を収めた
最大の理由は、海外進出に適した国際認証の取得に向けて取り組んでいるからである31）。
　2005年、W公司は北米、EU、日本の有機ゴジベリー（クコの実）認証をそれぞれ取得し
た。2014年にはFDA認証を取得してFDAグリーンチャンネル（無検査）に入り、そしてイ
ギリスのBRC認証でAクラスの証書を取得し、ゴジベリー業界で医薬品製造ライセンスと医
薬品GMP証書を取得した初の企業となった。これらの資格と証書を取得したことで、W公
司は徐々に国際市場への扉を開きつつある。
　さて、上述の龍頭企業の発展状況より、近年、寧夏における農業インテグレーションの
進展状況が分かった。そこで注目に値するのは、これらの龍頭企業の中で、W公司のよう
な国内市場の開発に留まらず、国際市場への進出を視野に入れている農業企業は他にも多
く存在していることである。
　しかし一方では、寧夏の龍頭企業の中で農業技術革新を行える企業がまだ少ないため、
農業の高付加価値化への道にはまだ程遠い。寧夏の地場農産物であるゴジベリーを例にし
て挙げれば、技術的な条件に制約されたため、ゴジベリー産業は長い間、付加価値を付け
られず、原料販売（クコの実を乾燥させたもの）の段階にある。現在では、ゴジベリー
ジュース、ゴジベリー酢などの１次製品が生産されたほか、ゴジベリーの種子、根、葉な
どの材料を活用して、ゴジベリー酒、ゴジベリー油、ゴジベリー芽茶などの付加価値を付
けた商品も開発されてきたが、ゴジベリーサプリメントの研究開発は進められていない。
　また、地代や人件費の上昇による龍頭企業の収益性の悪化も問題となっているが、農家
との相性の良い契約をどうやって作っていくかが、今はより重要になっている問題だと考
える。要するに、企業と農家の双方が市場取引においてそれぞれのコストを節約するため
には、相互受け入れ可能な契約に合意しなければならない。このような契約は、龍頭企業
や農家が取引を行う際に守るべき「行動規範」であるだけでなく、両者の間で契約農業を
正しく理解するための重要な形でもある。
おわりに
　本稿では、中国における農業インテグレーションを押し進める過程の、「新型農業経営主
体」の育成に対する中央政府の政策概要を整理した。それに基づいて、農業インテグレー
ションという視点の中で、中央政府の方針を踏まえ、寧夏回族自治区を例にして、「新型農
業経営主体」を育成する取り組みや、発展現状と問題点などを観察して検討した。
　総じて言えば、寧夏における「新型農業経営主体」の発展はまだ初期段階にあるため、
経営規模の適正さ、人材不足、資本不足、管理運営制度の未整備など、様々な問題を抱え
ているが、各種「新型農業経営主体」ごとに直面している特定の課題に絞り込むため、以
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下、３つの問題を取り上げている。
　１つ目は、家庭農場の過度な規模化趨勢である。一般的に家庭農場というのは、家族
内の労働力を中心とした運営ができる農業経営主体のことであるが、農業農村庁と張ら
（2019）の調査によると、家庭農場のほとんどが家族内の労働力を中心とした運営ができ
ず、経営規模が過度に拡大したため、労働者を雇わなければならないと判明した。このこ
とは、家庭農場の経営理念に反していると言われつつも、一貫しない政府の誘導政策と切
り離せない。各省（自治区、市）における家庭農場の経営面積に関する要件を見ると、ほ
とんどは下限面積要件のみを定め、上限面積要件を定めていない。
　本稿では、開墾地による家庭農場と借入地による家庭農場という２つのタイプを取り上
げて、借入地による家庭農場と比較研究を行うため一定数の開墾地による家庭農場を選ん
だが、開墾地による家庭農場は寧夏の家庭農場の典型的なタイプとは言えない。実際には、
寧夏の耕地面積は、2013年に中央政府の「一号文件」が家庭農場の発展を支持することを
正式に提案して以来、その変化はわずかなものであった32）。従って、耕地として開墾される
土地面積は非常に少ない。そのため、寧夏における家庭農場の典型的なタイプはやはり借
入地による家庭農場と言えよう。しかし、この種の家庭農場は、土地使用権の譲渡が要り、
高い借地料を生むため経営リスクも比較的に高い。そして、家庭農場の規模が大きければ
大きいほど雇用コストが増える。このことは、家庭農場の家族経営という理念に反してい
るうえに、農業経営の安定化にも不利になることだろう。従って、中国の農村社会及び経
済発展の安定化を図るため、家庭農場を適度な規模に控える必要があると考える。
　２つ目は、「農民専業合作社」の異質化である。2007年に「中華人民共和国農民専業合作
社法」が導入されて以来、中国の「農民専業合作社」の発展は急成長の段階に入っている。
10年間の発展を経て、2017年７月には中国の「農民専業合作社」は193.3万社（工商部門に
登録した）に達し、2007年の74倍になった。この193.3万社に１億戸以上の農戸33）が入社し、
全国の農民数の約46.8％を占めている34）。ちなみに、寧夏の場合はこの割合が2018年になっ
ても22％にとどまっている。これを見ると、全国的においても、寧夏においても、「農民専
業合作社」は名目上は農民の組織と見なされているが、農民が成員として加わっている割
合は少ないということが分かった。しかも、「所有者与恵顧者同一」（parton-owners）とい
う建前に従う合作社は非常に少ない35）。つまり、生産・経営の面において農民の経済組織と
しての基本的機能の働きかけがないため、合作社なりの特徴が表れていない。2017年、鐘
真が率いる研究グループは新型農業経営主体の運営状況を究明するため、山東省、河北省、
安徽省、陝西省、吉林省など５つの省の15県で現地調査を行った。その中で、家庭が設け
た合作社は、常に家族経営の特徴を示しており、企業が設けた合作社は起業家的なやり方
を示し、村の委員会が設けた合作社は、集団的な経営モデル、もしくは非営利的な特徴を
表していると裏付けた（鐘　2018）。
　寧夏は2018年までに、運営効果が良好な2,699の「農民専業合作社」を「示範社」として
選定した。「示範社」は「農民専業合作社」の41.7%に及んだが、それが真に農家の（利益
を守る）ために設けられた組織なのか、それとも農外資本の（利益の最大化）ために設け
られた組織なのかは、なお不明なところが多い。
　３つ目は、農業企業の離農の傾向が明らかになっていることである。鐘（2018）の研究
によれば、景気低迷、食料品価格の低下、１次・２次・３次産業の統合を強調する政策的
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要因の影響を受けて、農業企業が農業生産・経営から離脱する傾向が顕在化していること
が分かった。そして農村で観光業、飲食業、宿泊業、その他のサービス業を営む一部の農
業企業は基本的に農業事業を放棄している。このことは、農業生産・事業活動においては、
企業は必ずしも頼れるものではないことを意味している。農業に関わる第２次・第３次産
業においては農業企業の優位性があるものの、主要な農産物の供給は、当面は依然として
家庭農場や「農民専業合作社」に頼るべきであろう。
　中央文書では、適正規模経営の多様化が以前から提唱されてきているが、家庭農場であ
れ、合作社であれ、龍頭企業であれ、それを叶えるために地方がよく採用する手法は「土
地の流動」である。このような「適度規模経営」に対する単純な理解は、土地流動に関連
する農業政策に過度の期待を抱かせる一方で、農業経営の適正規模に対する国民の疑問を
増やすことに他ならない。しかも、土地の流動化に基づく大規模経営は、所詮、農業の適
正規模経営の一面に過ぎない。農業生産性の向上や農業社会化サービスの強化によって規
模の経済を図ったモデルが、広く採用されている現在、「農業労働力の不足の進行に伴い、
農業機械による作業請負の重要性も増やしていく」（山田　2016：46頁）。言い換えれば、
農業の社会化サービスの充実、農業機械の運用も農業規模化への有効手段だと示している。
注
１ ）「社会主義市場経済」とは、社会主義の基本的な社会システムと組み合わせた市場経済であり、社
会主義の根幹を反映したものである。社会主義国家のマクロ・コントロールの下で、市場が資源配分
に決定的な役割を果たす経済システムである。
２ ）中国が市場経済への体制移行を目指すのは、鄧小平が1978年に打ち出した「改革・開放」路線以降
のことである。1992年の改革開放の深化に伴い、中国では市場経済への移行がほぼ完成され、「社会
主義市場経済体制」という経済システムも確立された。
３ ）農業農村部改革試験区弁公室（1994）「従小規模均田制走向適度規模経営――全国農村改革試験区
土地適度規模経営階段性試験研究報告」『中国農村経済』第12期、３頁–10頁。
４ ）「新型農業経営主体」とは、土地流動化により形成された第１次産業の生産・経営活動に直接に関
わっている農業経済組織のことである。具体的には、専業大戸（専業大型農家）、家庭農場、農民合
作社、農業産業化経営の龍頭企業である。
５ ）中国の農業センサスは、10年毎に実施されているが、第３回農業センサスは2016年12月31日を基準
点として実施され、その速報値が「第三次全国農業センサス主要数値公報」（第１号～第５号）とし
て2017年末に公表された。
６ ）「規模農業経営戸」とは、農業経営規模が比較的大きく、商品化生産を主としている農業経営戸と
されるものである。詳細は、「第三次全国農業普査主要数据公報（第三号）」国家統計局サイトを参照
されたい。
７ ）「農業経営戸」とは、中国の国内（香港、マカオ、台湾は含まれない）に住む農業、林業、畜産業、
漁業、及びこれらに対するサービス提供業を行うものである。
８ ）「農業経営単位」とは、中国（香港、マカオ、台湾の国勢調査を除く）の領域内で主に農業生産経
営に従事する法人や未登録の単位、並びに農業生産経営を主としない法人や未登録の単位の中で、農
業産業活動を行う単位を指している。農業を主な業務とする農場、林場、養殖場、農林牧漁場、農林
牧漁のサービス提供部門と、実際に農業経営活動を行っている農民合作社を含むとともに、国家機
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関、社会団体、学校、村民委員会などに附属する農業産業活動を行う単位も含むとされている。
９ ）中華人民共和国中央人民政府サイト 
http://www.gov.cn/zhengce/2020-03/23/content_5494703.htm（2020年９月16日アクセス）。
10 ）「専業大戸」とは、特定の農産物・家畜に特化し、中共第11期三中全会以降、大規模経営を実現さ
れる栽培農家・養殖農家のことである。
11 ）2013年の中央「一号文件」に「専業大戸」を提示する際に、「家庭農場」を括弧書き、すなわち
「専業大戸（家庭農場）」として追加しようとしたが、最後の議論中に、「家庭農場」と「専業大戸」
の間には本質的な違いはないものの、全く違いがないとは言えないと共通認識を得たため、括弧書き
をコンマに変更し、「専業大戸、家庭農場」のように提示されてきた（張恒「家庭農場和専業大戸没
本質区別」中国財経http://finance.china.com.cn/roll/20130415/1386822.shtml（2020年９月16日アク
セス））。
12 ）詳細は尚（2019）、１頁–19頁を参照されたい。
13 ）「生産請負責任制度」とは、土地所有権は村集団所有という形で維持しつつ、個々の農家に対して
使用権のみを「請負権」という形で分割させ、自主的な農業経営を行える経営制度である。本稿では
他に「生産請負制」「農業生産責任制」といった用語が使われているが、いずれも同一の制度を指す
ものである。
14 ）「双層経営体制」とは、農地の集団所有と使用権（請負権）の分割化による統一経営と個別・分散
経営を結びつけた二重経営システムである。
15 ）「農業産業化」は中国語であり、中国固有の文脈で使われていることは事実であるが、「欧米先進国
のインテグレーションとの類似性、共通性も強い」と池上・寳剱に指摘された。詳しくは池上・寳剱
（2009）を参照。
16 ）2000 年代における中国の農村振興策のひとつとして、2000年10月、国家発展計画委員会等が「関
於扶持農業産業化経営重点龍頭企業的意見」が発表された。その前文によると、「重点龍頭企業」は
農産物の付加価値を上げることのできる加工企業で、それを中核として生産・加工・流通などの産業
連携を創出する主体であると位置付けられている。そしてこの「重点龍頭企業」は、市の認定、省の
認定、国の認定といった３つのレベルに分けられているが、認証を実施する政府の行政レベルが高い
ほど、その企業もそれなりに高いレベルであることが示されている。特に「国家重点龍頭企業」の場
合、国の政策に合致したものとして、政府とのパイプが太くなり、各種補助金などの情報を優先的に
知ることができ、補助金支援も得やすくなる。
17 ）「中華人民共和国「農民専業合作法」実施十周年座談会在京召開」『農民日報』2017年９月５日第３
版参照。
18 ）大規模農家は小規模農家と連携して合作社（協同組合）を作る。しかし、一部の大規模農家が合作
社を作る本当の狙いは、国からの財政支援などの支援策を受けるためである。この過程に、小規模農
家は大規模農家とメリットを共有できなかった場合は、「大農吃小農」という論理が適用される。
19 ）農業農村部サイト「2016年家庭農場発展情況」 
（http://www.hzjjs.moa.gov.cn/nyshhfw/201904/t20190418_6182625.htm（2020年10月10日アクセス））。
20 ）張らの研究によれば、2016年のアメリカ農場の平均規模は約2,683.1ムー（442エーカー）、スウェー
デンとデンマークの農場の平均規模は、2015年の統計データを用いているが、それぞれ690ムー（46ヘ
クタール）、1,050ムー（70ヘクタール）である（張ら　2017：19頁−24頁）。
21 ）後掲注（22）を参照。
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22 ）「大包幹」は、本質的には農家が土地などの生産手段や、生産作業を集団組織に請け負わせる農業
生産請負責任制度である。請負契約は集団（村民集団）への契約から農家世帯への契約へと発展して
きたもので、大きく分けると「包産到戸」と「包幹到戸」２つのタイプがある。①「包産到戸」は、
農家は国に農業税を納め、契約に基づいて発注された商品や、生活保護資金などの公的引出金を集団
に納め、残りの商品は農家に帰属する。②「包幹到戸」は、生産が固定化され、分業が固定化され、
過剰生産は農家に帰属し、減産分は補償されていた。その時、ほとんどの地域にはまだ「包幹到戸」
が実行されていた。
23 ）「専業戸」とは、主に特定の農産物の生産又は事業活動に従事する農家のことである。基本的な特
徴は、ある農産物の生産や、特殊な労働に専念していることであって、一定の経営規模を持つ、家族
内の主要労働力と資本がそこに投入され、またそこから得られる収入が主な収入源となっていること
である。「専業戸」は、業務内容の違いにより、契約「専業戸」と自営業「専業戸」に分けることが
できる。前者は特定品目の生産を請負う農家のこと、後者は特定の専門分野で自営業をしている農家
のことである。
24 ）「農民専業合作経済組織」は、特定の農業産業や農産物の開発・販売に向け、そして構成員である
農民の所得向上を図るために結び付けた協同組合である。
25）家庭農場の形態については、2013年に農業部の関係者は「家族成員を主な労働力とし、大規模・集
約的・商業的な農業生産・経営を行い、農業所得を主な収入源とする新型の農業経営体である」と
解釈した。詳しくは、董峻「中央一号文件首提発展「家庭農場」」人民網（http://theory.people.com.
cn/n/2013/0214/c40531-20487104.html（2020年９月14日アクセス））を参照。
26）王俊英（2016）「寧夏新型農業経営主体研究」（寧夏大学修士論文）https://kns.cnki.net/KCMS/
detail/detail.aspx?dbname=CMFD201701&filename=1016266739.nh（2021年４月６日アクセス）。
27）「示範社」とは、他の「農民専業合作社」に模範を示すため、「農民専業合作社」の中で選ばれた一
定の評価がある、それなりに優秀なものである。選ばれたものに国や地方が支援策を用意している。
28）中国の「農民専業合作社」は急速に発展しているが、うまく運営されているのは10～20％と推定さ
れている。詳しくは、「農民専業合作社発展研究報告」『中国合作経済』2021年第２期、27頁−33頁を
参照されたい。
29）同上。
30）2016年、中国政府は「農村承包土地的経営権抵押貸款試点暫行弁法」「農村請負土地経営権の抵当
を試験する暫定方案」を公布した。 寧夏自治区でパイロット制度に参加する地域は、中衛市の沙坡頭
区、同心県、永寧県、賀蘭県、石咀山市の平羅県だと規定されている。そのため、上記の地域は、農
村土地の経営権を抵当可能な地域である。 上記以外の地域は、当分の間は土地の経営権を抵当するこ
とができない。
31）W公司への聞き取り調査は2020年６月30日に実施した。
32）『寧夏統計年鑑（2020年版）』によれば、2013年から2018年まで、年末耕地面積は1.9万ヘクタール
しか増加しておらず、成長率は1.5％未満である。
33）寧夏回族自治区農業農村庁（2019）「全区新型農業経営主体専題調研報告」参照。
34）趙維清・姫亜蘭・馬錦生・王成軍（2018）『農業経済学』（第２版）清華大学出版社、132頁。
35）鄧ら（2014）の研究によると、中国の合作社はこのような特徴を共有していない。今でも本質的に
は企業、もしくは「企業＋農家」のような組織である。その理由は、農家間の異質性と現在の政策環
境にあると述べられている。鄧・王（2014）参照。
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